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202３年春季要求回答交渉報告
人事評価結果の点字化が実現！全庁応援体制の段階的解除を確認
団体派遣は１か月前に打診できて、通勤経路確認が必要な障害のある職員になぜできない？
自治労県職労は4月25日、2023年春季要求の回答交渉を行いました。

＜組合の主な主張＞
【次世代育成支援】
次世代育成について、取れる手段はすべて取ってほしい。昨日報道があったが、トヨタが時短拡大を決めたとのこと。小1の壁が脚光を浴びている中、トヨタは拡充方針を示したのに、県はゼロ回答で未だ未就学児までだ。せめて確定期までには考えてほしい。どこもやっていないからこそ先陣を切るという強い意志を持ってほしい。

【ノーマライゼーションの推進】

「職場環境の整備は重要」との回答だが、障害を持つ職員が働きやすい環境という中で、人事評価の点字化の要求はどう考えているのか。本庁舎駐車場の改修工事のスケジュールも示していただきたい。
意向打診等の時期の繰上げについてだが、通勤経路の変更は障害のある職員にとって大きな問題で、実際に自分で経路をたどってみないと通勤可能かどうかわからない。異動直前に意向打診されても確認する時間がない。まさに合理的配慮に関わる課題だ。

【賃金改善】

経済状況、物価高騰で大変な思いは職員も一緒。職員の賃上げは重要な課題。公務員の制度上秋に勧告はやむを得ないが、人勧の駆け引きは一切やめて、プラス勧告の場合年内差額支給とするよう要望する。

【過重労働対策】
45時間超は増えている、高位平準化しているのでは。条例に反する状況は極めて深刻。昨年度も年度当初で100時間超が出るなど当局だけで問題解決できないのは明らか。労使で話し合い解決する課題だ。
【コロナ応援体制の解除】
　業務はすでにコロナ以前に戻っている。早急に全庁応援態勢を解除すべきだ。県労連回答交渉で武井副知事は全庁応援体制の解除に言及していたが、具体的にいつから解除するのか、スケジュール感も含めて回答を求める。

【ハラスメント対策】
カスハラについて、最近は常軌を逸しているケースが多い。職員対応をネットにさらすような行為は当然削除要請すべき。当局がきちんと対応することを周知してもらわないと安心して仕事ができない。

【庁舎改善】
平塚合庁は昨夏空調が壊れ大変だった。環境改善はしっかりしてほしい。建替えで仮庁舎に移る場合の労働環境確保など、職員への情報提供、労使での事前協議をお願いしたい。
東庁舎エレベーター開閉の時間延長や車いす使用者用のミラー設置など安全対策は早急に対応すべき。

【再任用制度の改善】

来年から定年延長者と再任用職員が混在する。今のままでは職場が混乱する。不合理な格差は解消すること。

【人材確保】
　社会全体で人手不足が言われているが、現在知事部局では300人を超える欠員がある。数年前までの3倍以上だ。

　県への就職を検討している学生が比べるのは大企業だ。その賃金・労働条件の格差は大きい。基本は人勧制度だが、まだまだ努力すべき課題がある。初任給の格付け改善などを真剣に考えるべきだ。

　特に福祉職や林業職、獣医師などの専門職は他の都道府県でも不足しており取り合いだ。他県より劣る労働条件が欠員を招くことになる。

＜労務担当局長回答＞
・コロナ応援体制について、今年度は必要人員として医療危機対策本部室等に33名増員するとともに、委託や派遣スタッフの活用も進めている。現時点では一定規模の応援体制は必要だが派遣元の負担も考慮し調整している。5月8日には５類に変更されることも踏まえて、全庁応援体制の段階的解除を行う。
・保健福祉事務所などの体制強化については、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の改正の趣旨を踏まえた上で、人員配置についても今後調整する予定。

・専門職の採用について、多様な任用形態を活用しつつ計画的な採用を図る。
・応援職員の引継ぎついて、マニュアルの改訂など過度な負担を生じないよう改善を図る。

・長時間労働の是正について、昨年度は100時間超ゼロの目標が達成できず、45時間超は多く発生した。令和５年度も引き続き100時間超ゼロを達成する強い決意のもと、朝夕ミーティングの徹底等と業務見直しに引き続き取り組む。

・時間外上限の特例については、適用が厳格であるべきとの認識は共有している。昨年度の管理担当課長会議でも厳格な運用を周知徹底した。長時間労働の是正や特例の考え方については、引き続き皆さんと意見交換しながら取組を進めていきたい。
・情報システムの利便性の向上について、庁内共通利用パソコンから直接アクセスできなかったものの利用拡大を今後検討。今後もデジタル技術の向上に伴い、職員の勤務条件に関する事項があれば、県労連で話し合う。

・人材育成について、指定研修、選択研修ともに拡充を図っている。これらを通じて職員の主体的なキャリア形成を推進する。

・専門人材育成について、専門的職務指導員制度を実施しており、活用を促進しているところ。

・平塚合庁の空調設備の不具合については、大変な不便をかけた。必要な整備と修理を行うため、令和５年度予算に必要額を計上した。また移転時期は未定だが、仮移転先に係る予算も計上している。その他、横浜合庁の空調機改修は令和５年12月完成予定。自動車税管理事務所川崎駐在、戸塚県税、藤沢県税は今年度と来年度に空調機器更新工事を予定。高相合庁は建替え工事を進めており、川崎県税も単独庁舎として整備進める。

・本庁舎駐車場の舗装工事の契約手続きについては、現在入札手続き中で、今年度中に施工完了予定。
・本庁舎正面階段部分の手すりやスロープの設置は、国重要文化財のため文化庁との協議を要するので難しい。
・エレベーターの車いす用ミラー増設は、設備の安全面から困難な状況だが、当事者には切実な問題であることは認識しており、できることがないか引き続き確認する。エレベーターの開閉時間が短いことについては、調整可能なことから必要な措置を行う。
・カスタマーハラスメントについて、オンライン研修の実施や不祥事防止ポータルで啓発資料の公開を行っているが、近年のクレームのあり方を踏まえ改定の必要性について検討する。職員対応のユーチューブへの動画投稿については、当該所属で動画削除を依頼している。
・労働安全衛生について、職員が50人以上の所属には産業医の職場巡視を行うとともに、全所属において半年に一度、ガイドラインに基づく点検を実施している。安全衛生管理体制の整備について、今年度も周知したところ。

・引き続き産業医を活用しながら過重労働対策に取り組んでいく。

・次世代育成支援と仕事と家庭の両立支援は重要な課題と認識。男性の育児休業取得促進に向けた制度説明については、管理担当課長会議等の場を通じて周知に努める。
・定年引上げについては、労使で話し合いを積み上げ昨年4月に妥結したところ。延長後の勤務条件に係る様々な課題は引き続き県労連の場で話し合う。
・障害のある職員のみ内示等の日程を早めることは、他の職員にも影響があるため難しい。
・人事評価の点字化については６月勤勉手当から実施する。
新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う特殊勤務手当、服務等について

　新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う服務等の見直しについては、県労連で提案を受け、協議を重ねてきました。
　この中で、自治労県職労が強く求めた２課題のうち、医療機関の受診によらず、検査キットによる陽性者を療養休暇の対象とすることはできましたが、療養休暇の少ない会計年度任用職員への特別休暇の付与は実現できませんでした。

　自治労県職労は今秋の確定闘争において、会計年度任用職員の療養休暇の改善を重点課題として取り組みます。
＜概要＞

１　特殊勤務手当

⑴　ワクチン接種業務に係る保健福祉業務等従事手当の特例　→　廃止

⑵　新型コロナウイルス感染症対応業務に係る感染症等接触手当の特例　→　廃止

２　新型コロナウイルス感染症を理由とした特別休暇　→　廃止

３　夏季休暇の取得期間　→　昨年度と同様の措置

４　結婚休暇の取得要件　→　今年度中は継続

５　リフレッシュ休暇　→　今年度中に取得期限が到来する職員については今年度末まで延長

６　休憩時間の分散化（「ランチタイムシフト」）　→　今年度中は継続

７　その他服務

⑴　コロナ陽性時の服務　→　年次休暇又は療養休暇等を取得

⑵　ワクチン接種の場合の服務　→　公務又は職務専念義務の免除とする取扱いは廃止

⑶　抗体検査を受ける場合の服務　→　職務専念義務の免除とする取扱いは廃止

⑷　会計年度任用職員のオフピーク通勤　→　今年度中は継続
８　子連れ出勤　→　廃止
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